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上場維持基準の適合に向けた計画に基づく進捗状況について 

 

当社は、2024年４月11日にプライム市場の上場維持基準への適合に向けた計画書を提出し、その内

容について開示しております。2025年２月28日時点における計画の進捗状況について、以下のとおり

お知らせいたします。 

 

１．上場維持基準への適合状況及び計画期間 

当社の2025年２月28日時点におけるプライム市場の上場維持基準への適合状況は以下のとおりとな

っており、「流通株式時価総額」については基準を満たしておりません。当社は「流通株式時価総額」

に関し、『中期経営目標 Milestone2025』の最終年度となる2026年２月期までに、上場維持基準を満た

すための各種取組を進めてまいります。 
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※１．東京証券取引所が各時点で把握している当社の株券等の分布状況等をもとに算出を行ったも

のです。 

※２．当社は生命保険会社及び一部の事業法人である株主から、保有する株式は純投資目的である

旨を確認しており、当該株式を流通株式とした場合の各数値を括弧で記載しております。 

 

２．上場維持基準の適合に向けた取組の基本方針、課題及び取組内容 

プライム市場上場維持基準の適合に向けた「流通株式時価総額」の向上に向けた具体的な取組内容

については、添付の別紙をご参照ください。 

 

以 上 
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1/8上場維持基準の適応状況および計画期間

• 東証から受領した判定結果は「流通株式時価総額」のみ不適合。生命保険会社及び一部の事業法人である株主から純投資目的

である旨を確認しており、当該株式を流通株式として算出したが不適合（各数値を括弧で記載）。

• 流通株式時価総額の算出に適用された株価は、事業年度の末日以前３か月間（2024年12月～2025年２月）の日々の最終価格

の平均株価1,966円だが、発行済株式総数と流通株式比率に変化がない場合、流通株式時価総額の基準である100億円に適合す

るには平均株価は2,013円が必要。

• 第3四半期決算発表の翌営業日から3月末日までの平均株価は2,284円、2025年3月31日の終値は2,432円といずれも適合水準で

ある。

• 中期経営目標「Milestone2025」の最終年度である2026年2月末日までに上場維持基準の適合に向けた取り組みを進める。
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2/8上場維持基準の適合に向けた当初の基本方針の実施状況

• 上場維持基準への適合に向けて、株式時価総額の拡大と流通株式比率の向上の両輪で取り組んできた。

• 無配方針を転換して初配を決定したことと、持続的な成長と利益拡大が評価されつつある。第3四半期決算発表の翌営業日か

ら3月末日までの平均株価2,284円と、2025年3月31日の終値2,432円はいずれも適合水準の株価2,013円を上回る。

• しかし流通株式比率の向上は軽微に留まる。

株式時価総額 流通株式比率 流通株式時価総額

■ 株式時価総額

評価 状況

業績向上 継続
2025年度の業績予想は営業利益31億49
百万円（前期比67.7%増）。

株主還元 開始
無配方針を転換し初配を決定。DOE 2%
以上を基準に累進配当の方針。

開示強化 継続
決算短信と株主総会招集通知を日英同時
開示。英文の決算説明資料を後日開示。

■ 流通株式比率

評価 状況

売却打診 断念
当社株式を55.3％有する株式会社ベクト
ルへの継続的に売却打診したが断念。同
グループへの売上比率は1.5％へ低下。

社員株主 継続
未行使のストックオプション168,400株
(1.3%)がある。直近4年度で譲渡制限株
式報酬12,211株を付与。
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• 2016年の上場時に、2020年度の営業利益10億円を財務目標とする中期経営目標「Milestone 2020」を発表し、営業利益13億

1百万円の実績で超過達成した。

• 2021年には、2025年度の営業利益35億円を財務目標とする「Milestone 2025」を掲げ、同年度の業績予想を営業利益31億49

百万円として開示。目標との差はあるが、諦めずに達成に向けてグループ一丸となって邁進する。

• さらに、2030年度に向けて野心的な目標を設定し、持続的な成長と収益拡大を図っていく。



4/8株式時価総額の拡大に向けた施策｜株主還元

年間配当金
第2四半期末

年間配当金
期末

年間配当金
合計

2024年2月期実績 0円00銭 0円00銭 0円00銭

2025年2月期予定
（前期）

ー 10円30銭 10円30銭

2026年2月期予想
（今期）

ー 13円20銭 13円20銭

資産

負債

純資産 株主資本

配当

DOE 2%

• 2016年の上場以来無配方針を継続してきたが、2025年2月期に創業以来初の配当を実施予定。

• DOE（株主資本配当率）2％以上を基準とする配当方針。

• 創業以来18期連続で黒字を計上しており、今後も毎期黒字をコミットし、実質的な累進配当の実現を目指す。

• 今期の一株当たり配当金額は13円20銭（前期比28.2％増）を見込む。
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• 2021年2月期通期決算から決算短信の英文開示を開始し、2022年度2月期第2四半期からは日本語の決算短信と同日に英語版を

公表している。そして、第17回定時株主総会招集通知から日英同時開示を導入し、2024年2月期通期決算においては英文の決

算説明資料を後日開示している。

• 当社として初めての統合報告書を2025年度から作成する計画。



6/8流通株式比率の向上に向けた施策｜社員株主の拡充

■ 第4回新株予約権

状況 行使可能日 対象 株数

行使済 到来済 15名 184,000株

償却済 退職 25名 74,800株

未行使 到来済 9名 37,600株

1年以内 17名 58,800株

2年以内 16名 70,800株

3年以内 1名 1,200株

未行使合計 43名 168,400株

総合計 83名 427,200株

■ 第9回新株予約権

状況 行使可能日 対象 株数

償却済 退職 10名 12,100株

未行使 2年以内 0名 0株

3年以内 26名 47,400株

4年以内 8名 9,200株

5年以内 14名 5,900株

5年超 13名 900株

未行使合計 61名 63,400株

総合計 71名 75,500株

■ 第10回新株予約権

状況 行使可能日 対象 株数

償却済 退職 10名 12,100株

未行使 2年以内 15名 23,600株

3年以内 11名 14,200株

4年以内 8名 7,200株

5年以内 14名 15,500株

5年超 13名 2,900株

未行使合計 61名 63,400株

総合計 71名 75,500株

• 第4回新株予約権は業績条件を達成済みで、現時点で行使可能、または今期中に行使可能となる新株予約権は96,400株（発行

済株式数の0.7％）になる。社員には継続的に案内を行い、自発的かつ適切な行使を促す。

• 前期には6,408株の譲渡制限付株式報酬を社員に付与しており、今期は業績に応じて前期以上を付与する計画である。

• また、第9回と第10回の新株予約権は、2025年度の業績条件が達成された場合に行使可能となる。これらは本改善計画の期間

を超えるが、今後も継続して社員株主を拡充していく方針である。



行動者発の情報が、人の心を揺さぶる時代へ

インターネットが人の生活に入りこみ始めて四半世紀。

一人ひとりが情報を編集・発信できるようになった。

そして、テクノロジーによってかき集められた情報が無造作に拡散されることも増え続けている。

本当に必要な情報や本当に触れたい感情や想いに出会う確率は、

残念ながら、総じて減ってきている。

揺るぎない真実は、何を言ったかではなく、何をしたか。

その行動は嘘をつかない。

ゆえに、行動者の情報価値が高まっていくことに、インターネットやテクノロジーの力が発揮されることに意味がある。

頑張りに直結した情報が、最も確かで人の心を揺さぶる潮流を生みだす。

スポーツでも芸術でも、政治でも経済でも、そして、仕事でも家庭でも。

それが、大きいことでも、小さいことでも。

行動者発の情報の質と流通速度が上がっていくことで、それが世の中の情報のメインストリームになれる。

そこから生まれる物語が、想いが、

一人ひとりの、そして、世の中の心を揺さぶっていく。

ポジティブなエネルギーが循環していく。

そのプラットフォームになることが私たちの使命です。
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本資料を公開するとともに説明会を開催しております。アナリストや機関投資家とは、必要

に応じて個別面談に応じております。説明会や個別面談の質疑応答では、公表されていない

重要な情報を伝達しないように遵守しています。重要な新情報は原則、PR TIMESで最初に

公表しております。

本資料の端数処理につきましては、百万円単位未満の表示は切り捨て(但し小数点まで表示す

る場合は小数点第１位未満四捨五入)、％(パーセント)の表示は小数点第１位未満四捨五入を

原則としております。

本資料に記載した意見や予測は、資料作成現時点における当社の見解であり、その情報の正

確性を保証するものではりません。

実際の業績等は様々な要因により異なる可能性があることをご了承願います。


	プライム市場上場維持基準への適合に向けた計画について_250404_1630.pdf
	改善計画書20250411_1340.pdf
	スライド 0
	スライド 1: 上場維持基準の適応状況および計画期間
	スライド 2: 上場維持基準の適合に向けた当初の基本方針の実施状況
	スライド 3: 株式時価総額の拡大に向けた施策｜業績向上
	スライド 4: 株式時価総額の拡大に向けた施策｜株主還元
	スライド 5: 株式時価総額の拡大に向けた施策｜開示強化
	スライド 6: 流通株式比率の向上に向けた施策｜社員株主の拡充
	スライド 7
	スライド 8


